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公調委平成２７年（セ） 第３号

新宿区における解体工事による騒音・振動被害責任裁定申請事件

裁 定

（当事者省略）

主 文

申請人らの本件裁定申請をいずれも棄却する。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求める裁定

１ 申請人ら

(1) 被申請人らは，連帯して，申請人ａ（以下「申請人ａ」という。）

に対し，６４５万円を支払え。

(2) 被申請人らは，連帯して，申請人ｂ（以下「申請人ｂ」という。）

に対し，７２０万円を支払え。

２ 被申請人ら

(1) 被申請人ｃ株式会社（以下「被申請人ｃ」という。）

申請人らの被申請人ｃに対する裁定申請を棄却する。

(2) 被申請人ｄ（以下「被申請人ｄ」という。）

申請人らの被申請人ｄに対する裁定申請を棄却する。

第２ 事案の概要

本件は，申請人らが，被申請人ｃが発注し，被申請人ｄが施工した建物解体

工事に伴う騒音，振動により，精神的苦痛等の被害を受けたと主張して，不法

行為に基づき損害賠償を求めている事案である。

１ 前提事実（当事者間に争いのない事実，文中掲記の各証拠及び審問の全趣旨

により容易に認められる事実）

(1) 当事者
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申請人らの肩書の住所地には別紙図面１の建物（以下「申請人ら建物」

という。）があり，その一部を申請人らの居室部分として使用し，その余

の部分は茶室（ｅ）として使用していた。申請人ら建物に隣接して，申請

人ａが代表者を務めるｆ株式会社の工房の建物がある。

被申請人ｃは，別紙物件目録１(1)ないし(10)の土地（以下「本件解体工

事の敷地」という。）上に存する別紙物件目録２(1)ないし(4)の建物（以

下，同目録(1)の建物を「Ａ棟」，同(2)の建物を「Ｂ棟」，同(3)の建物を

「Ｃ棟」，同(4)の建物を「Ｄ棟」といい，これらの建物を併せて「本件各

建物」という。）の解体工事（東京都豊島区ｇ○丁目●●－△△豊島区ｇ

○丁目解体工事。以下「本件解体工事」という。）の発注者であり，被申

請人ｄは，本件解体工事の施工者である。

(2) 本件解体工事の概要

ア 被申請人ｄは，平成２７年４月２０日ころ，本件解体工事に着工した。

本件各建物は，別紙図面２のとおり，Ａ棟からＤ棟まであり，被申請人

ｄは，これらの建物を解体して，本件解体工事の敷地を更地にする作業

を行っていた。本件各建物のうち申請人ら建物に近い位置関係にあった

のはＡ棟とＣ棟であった。

本件解体工事の作業時間は，おおむね，午前８時から午後６時までで

あり，午後５時以降は主に後片付けを行い，休憩時間は午前１０時から

午前１０時３０分まで，午後０時から午後１時まで及び午後３時から午

後３時３０分までであって，日曜日と祝祭日は休工日であった。

本件解体工事は，平成２８年２月末に完了した。

イ 騒音規制法は，都道府県知事（市の区域内の地域については市長）が

指定した地域における特定建設作業（建設工事として行われる作業のう

ち，著しい騒音を発生する作業であって政令で定めるもの）の騒音を規

制しているところ（騒音規制法２条３項，３条，１４条），本件は指定
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地域内にあり，特定建設作業の騒音は，特定建設作業の場所の敷地境界

線において，８５㏈を超えてはならないとされている（特定建設作業に

伴つて発生する騒音の規制に関する基準〔昭和４３年厚生省・建設省告

示１号〕１項）。

また，振動規制法は，都道府県知事（市の区域内の地域については市

長）が指定した地域における特定建設作業（建設工事として行われる作

業のうち，著しい振動を発生する作業であって政令で定めるもの）の振

動を規制しているところ（振動規制法２条３項，３条，１４条），本件

は指定地域内にあり，特定建設作業の振動は，特定建設作業の場所の敷

地境界線において，７５㏈を超えてはならないとされている（振動規制

法施行規則１１条，別表第１第１号）。

ウ 被申請人ｄは，平成２７年５月１２日，豊島区長に対し，本件解体工

事のうち一部の工事が，騒音規制法及び振動規制法上の特定建設作業に

該当するとして，以下の内容の特定建設作業実施の届出をした（乙９の

１，乙９の２）。

① 騒音規制法における特定建設作業実施の届出（乙９の１）

特定建設作業の種類

さく岩機作業

機械の名称，型式及び仕様

ジャイアントブレーカーMKB1500SS

ハンドブレーカー東空TCBｰ300

特定建設作業の実施の期間

平成２７年５月２２日から平成２７年９月３０日まで

② 振動規制法における特定建設作業実施の届出（乙９の２）

特定建設作業の種類

ブレーカー作業・さく岩機作業
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機械の名称，型式及び仕様

ジャイアントブレーカーMKB800SS

特定建設作業の実施の期間

平成２７年５月２２日から平成２７年９月３０日まで

被申請人ｄは，上記の特定建設作業の届出につき，特定建設作業の

実施期間に変更があったため，平成２７年９月１８日，豊島区長に対

し，本件解体工事につき，再度，以下の内容の特定建設作業実施の届

出をした（乙９の３，乙９の４）。

① 騒音規制法における特定建設作業実施の届出（乙９の３）

特定建設作業の種類

削岩機作業

機械の名称，型式及び仕様

ジャイアントブレーカーMKB1500SS

ハンドブレーカー東空TCBｰ300

特定建設作業の実施の期間

平成２７年１０月１日から平成２８年１月３０日まで

（なお，終期につき届出書自体の記載は，「平成２７年１月

３０日」と記載されているが，記載内容自体から明らかな誤

記であり，添付の工事工程表によれば平成２７年ではなく平

成２８年であると認めることができる。）

② 振動規制法における特定建設作業実施の届出（乙９の４）

特定建設作業の種類

ブレーカー作業・削岩機作業

機械の名称，型式及び仕様

ジャイアントブレーカーMKB1500SS

特定建設作業の実施の期間
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平成２７年１０月１日から平成２８年１月３０日まで

（なお，終期につき届出書自体の記載は，「平成２７年１月

３０日」と記載されているが，記載内容自体から明らかな誤

記であり，添付の工事工程表によれば平成２７年ではなく平

成２８年であると認めることができる。）

(3) 被申請人ｄによる騒音測定について

被申請人ｄは，平成２７年７月１０日から，本件解体工事の敷地境界付

近５か所とｈ川の対岸１か所において騒音の測定していた（各測定場所の

位置関係は別紙図面２記載の①～⑥のとおり）。

(4) 申請人らは，平成２７年８月１０日，公害等調整委員会に対し，本件裁

定申請を行った。

２ 当事者の主張

【申請人らの主張】

(1) 加害行為

ア 被申請人らは，本件解体工事を開始した以後，大型重機等を稼働させ，

７０～８０ｄＢ程度の騒音や震度３程度の振動を発生させた。

イ 申請人らは，平成２７年５月ころから何度も被申請人らに対して苦情

を申し立ていたが，被申請人らは申請人らに我慢を強いる一方的な物言

いしかしなかった。

ウ 被申請人らは，本件解体工事の騒音・振動が規制法上の基準値を超え

ていないことを主張しているが，規制法上の基準値を超えていなければ

申請人らに被害を与えていないということにはならない。

(2) 被害及び損害

ア 申請人ａ

(ｱ) 申請人ａは，本件解体工事の騒音・振動により，居室内で休憩時間

や土曜日にゆっくり休むことができず，不安を感じた。
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申請人ａは，騒音・振動を避けるため引越が必要となり，申請人ら

建物と同程度の住居を確保するためには戸建てで月８０万円，マンシ

ョンで月１２０万円程度の賃料が必要である。これらのうち，申請人

ａは，引越費用３０万円の往復分と，賃料分（月２５万円）として工

事予定期間の１２か月分を損害として主張する（なお，本件裁定申請

後の平成２７年９月１９日に引越をした。）。

引越費用 ３０万円×２回＝６０万円

（実際の引越費用は４４万９０００円であり，往復で８９万８０

００円となる。）

賃料 ２５万円×１２＝３００万円

（実際の引越後の１か月の賃料は１３万７８００円，駐車場代が

３万１１０４円であり，それらの１２か月分の合計は２０２万

６８４８円である。）

また，本件解体工事に伴う騒音・振動による申請人ａの慰謝料は，

１か月当たり１０万円として工事予定期間である１２か月分で，１２

０万円が相当である。

(ｲ) 申請人ａは，申請人ら建物の一部で茶室ｅを経営しており，貸し茶

席を営んでいるが，本件解体工事による騒音・振動があるため，貸し

茶席の申し出を断わざるを得なかった。その人数は，平成２７年６月

２０日に１０人，同年９月６日に５人，同月１２日に８人，同月１３

日に５人，同年１０月３日に８人，同月１０日に６人，同月１５日に

１０人，同月１７日に３人，同月２０日に７人，同月２６日に４人で

あり，合計６６人であった。したがって，１人当たりの単価２万５０

００円に合計人数を乗じた金額が茶室ｅ分の損害である。

１人当たりの単価２万５０００円×６６人＝１６５万円

イ 申請人ｂ
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(ｱ) 申請人ｂは，９３歳になる高齢者であり，病気のため居室で休む生

活をしていたが，居室と工事現場の距離が３ｍ程度しか離れておらず，

本件解体工事の騒音・振動により，ゆっくりと休むことができなかっ

た。工事期間中の６月には，心臓が痛くなり，国立国際医療センター

を受診することもあった。

申請人ｂは，騒音・振動を避けるため引越が必要となり，申請人ら

建物と同程度の住居を確保するためには戸建てで月８０万円，マンシ

ョンで月１２０万円程度の賃料が必要である。これらのうち，申請人

ｂは，引越費用３０万円の往復分と，賃料分（月２５万円）として工

事予定期間の１２か月分を損害として主張する（なお，本件裁定申請

後の平成２７年９月８日に引越をした。）。

引越費用 ３０万円×２回＝６０万円

（実際の引越費用は３９万３１２０円であり，往復で７８万６２

４０円となる。）

賃料 ２５万円×１２＝３００万円

（実際の引越後の１か月の賃料は１９万８０００円であり，その

１２か月分と礼金１９万８０００円の合計は２５７万４０００

円である。）

また，本件解体工事に伴う騒音・振動による申請人ｂの慰謝料は，

１か月３０万円の工事予定期間である１２か月分で，３６０万円が相

当である。

ウ 合計

申請人ａ ６４５万円（引越後の金額をもとにすると，５７７万４

８４８円となる。）

申請人ｂ ７２０万円（引越後の金額をもとにすると，６９６万０

２４０円となる。）
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(3) 上記(1)及び(2)によれば，被申請人ｄは，申請人らに対し，民法７０９

条に基づく不法行為責任を負う。

また，被申請人ｃは，上記(1)及び(2)に加え，本件解体工事の発注者で

あり，施工者である被申請人ｄの申請人らに対する工事説明に同行し，本

件解体工事現場と申請人ら建物の位置関係を把握し，申請人らの生活状況

やｅの営業状況を認識した上で，被申請人ｄと打ち合せながら本件解体工

事を行ったものであるから，申請人らに対して騒音・振動の被害を及ぼさ

ないような措置を十分に講ずるように施工者に命ずべき義務があったにも

かかわらず，これを怠った過失があるから，民法７１６条ただし書に基づ

く不法行為責任を負う。

【被申請人らの主張】

(1) 受忍限度の範囲内であること

社会生活を営む上である程度の騒音や振動は発生するものである以上，

解体工事における騒音・振動が周辺住民に対する違法な騒音ないし振動と

して，不法行為が成立するためには，騒音や振動が受忍限度を超える場合

に限られる。

本件解体工事は適法に行われており，これにより生じる騒音・振動は，

以下の事情も考慮すれば，申請人らの受忍限度の範囲内であって，不法行

為は成立しない。

ア 前記前提事実(2)イ，ウ記載のとおり，本件解体工事のうち特定建設

作業が騒音規制法及び振動規制法の規制の対象となるところ，本件に

おける騒音規制法上の基準値は８５ｄＢであり，振動規制法上の基準

値は７５ｄＢであるが，本件解体工事時の騒音測定の結果（丙９）等

によれば，いずれも基準値を超過していない。

イ 被申請人らは，申請人らを含む周辺住民に対し，本件解体工事前及び

本件解体工事着工後も，本件解体工事についての説明を丁寧に行い，
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申請人らに対しては戸別訪問を行い，クレームや要望についても丁寧

に対応した。

ウ 被申請人らは，平成２７年４月２７日，申請人ら建物の敷地境界付近

に防音対策として高さ３．４ｍの防音パネルを設置したり（丙４），

同年７月ころ，防音パネルに防音シートを設置する（丙８）などした。

エ 被申請人ｄは，平成２７年６月ころ，申請人らから同月１３日にお茶

会を実施するため午前１０時から午後３時まであまり大きな音を出さ

ないようにして欲しい旨の要望があったため，配慮する旨を約束した

りするなど，茶室の使用時間帯に合わせて解体工事の騒音・振動が発

生しないよう配慮した。

(2) 被害及び損害について

申請人らが主張する被害及び損害については，否認ないし争う。

上記(1)のとおり，受忍限度を超える被害は生じていないほか，申請人ら

が主張する損害は，いずれも本件解体工事と因果関係がない。

第３ 当裁定委員会の判断

１ 認定事実

前記前提事実に加え，証拠（文中掲記の各証拠）及び審問の全趣旨によれば，

以下の事実が認められる。

(1) 申請人らの居住状況（職１。なお，位置関係は別紙図面１参照）

ア 申請人ａの居室は，申請人ら建物のダイニングキッチン内に設置された

ドアを開けた箇所にある階段を上がって，２階茶室の押し入れの奥に位置

する箇所である。同居室は，部屋の奥行き（東西）が約５．５ｍ，幅（南

北）が約１．５ｍの長方形であり，本件解体工事現場側である東側にベッ

ドが設置されているが，東側には窓は設置されておらず，本件解体工事現

場側を確認できない構造の部屋になっている。

１階のダイニングキッチンからは，工房に続く通路があり，申請人ａ
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は，普段，工房で仕事をしているが，昼休憩などの休憩時間に工房から上

記通路を使って申請人ら建物に戻り，居室で休むなどしていた。

イ 申請人ｂの居室は，申請人ら建物の南側にある玄関から入って１階奥の

洋間であり，ダイニングキッチンから申請人ｂの居室までの間にトイレが

設置されている。申請人ｂの居室は，西側に入口があり，本件解体工事現

場側である東側にベッドが置かれ，東側の壁には腰高窓がある。申請人ｂ

は，特に持病等で体調が悪いということはなかったが，居室内で過ごすこ

とが多かった。

(2) 本件解体工事前の説明状況等

被申請人らは，平成２７年４月ころ，本件解体工事を予定していることを

書面で申請人らを含む近隣住民に通知し，その際，本件解体工事に伴う騒音

・振動の発生を抑えるよう配慮する旨説明した（甲１）。被申請人らは，同

月１０日ころ，本件解体工事について，標識を設置し（乙５），同月２０日

ころには，申請人ら建物に対する損傷状況等を確認するための事前調査を実

施した（丙３の１）。

被申請人らは，同年５月２１日，近隣住民に対し，本件解体工事に関する

説明会を実施した（乙７の１及び２）。この際に近隣住民から出た要望に回

答するため，被申請人らは，同年６月１７日，近隣住民に対し，本件解体工

事に関する説明会を再度実施した（乙８の１及び２）。

(3) 本件解体工事について（丙１２，１７ないし１９）

本件解体工事は，Ａ棟，Ｂ棟，Ｃ棟及びＤ棟の各建物の解体工事であり，

おおむね各建物ごとに準備工事（仮囲い，敷鉄板，ゲート設置，外部養成足

場など），内装撤去工事，建物解体工事，地下解体工事（地下室のある建物

のみ）があり，建物解体後の埋戻し・整地工事，既存杭撤去工事があった。

本件解体工事中に発生した廃材を搬出する作業もあった。

本件解体工事の具体的な時期及び内容はおおむね以下のとおりであった
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（丙１２）。

ア Ａ棟（新館 ＲＣ（鉄筋コンクリート）造地下１階地上５階建）

平成２７年４月２１日ころ，準備工事を開始し，同月２４日から同

年５月１９日ころまで，内装材の解体工事を実施した。同月２９日こ

ろから同年６月２５日ころまで足場組立工事等の準備工事を実施した。

同年６月２６日から建物解体工事を開始し，同年９月１７日ころまで

同工事を実施し，同月１８日から同年１０月１４日ころまで地下解体

工事を実施した。その後，解体後の埋戻し等の工事が行われた。

建物解体工事は，屋上階から始まり，屋上階床，５階柱壁，５階梁

床，４階柱壁という具合に下層階に向かって順に解体が行われた（丙

１８）

イ Ｂ棟（本館 ＳＲＣ（鉄骨鉄筋コンクリート）造８階建）

平成２７年４月２１日ころ，準備工事を開始し，同月２２日から同

年５月２３日ころまで，内装材の解体工事を実施した。同日ころから

同年６月２５日ころまで足場組立工事等の準備工事を実施した。同年

６月２６日から建物解体工事を開始し，同年８月２２日ころまで同工

事を実施した。その後，解体後の埋戻し等の工事が行われた。

建物解体工事は，屋上階から始まり屋上梁スラブ，７階柱壁，７階

梁スラブ，６階柱壁という具合に下層階に向かって順に解体が行われ

た（丙１７）。

ウ Ｃ棟（新棟 Ｓ（鉄骨）造２階建）

平成２７年４月２０日ころ，準備工事を開始し，同月２８日から同

年５月１３日ころまで，内装材の解体工事を実施した。同月１４日か

ら同月１５日までの間に足場組立工事を実施し，同月２５日から２７

日の間に鉄骨屋根の解体工事を実施した。同年６月１日から８日まで

の間に足場組立工事を行い，同月１５日に屋根の解体工事を実施し，
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同年８月７日から１１日の間に，壁の解体工事を実施し，同月２４日

ころから２６日にかけて１階スラブの解体工事を実施した。その後，

同年９月以降，地中障害撤去工事や杭抜き工事等が行われた。

エ Ｄ棟（事務所棟 Ｓ造２階建）

平成２７年１０月１５日から２１日の間に，建物の解体工事を実施

した。

オ 上記各工事期間のうち，平成２７年５月以降の内装材解体及び搬出工

事の際は，１日に使用していた重機としては，バケットの容量が０．

１㎥のバックホウ１台と０．４５㎥のバックホウ１台であった。同年

６月の建物解体工事が始まったころから，おおむねバケットの容量が

０．１㎥のバックホウ４台程度，０．２５㎥のバックホウ３台程度，

０．４５㎥のバックホウ１，２台程度使用していた。同年７月２１日

ころから，バケットの容量が０．７㎥のバックホウを２台から４台程

度使用し，同年８月中はバケットの容量が０．４５㎥のバックホウ１

台，０．７㎥のバックホウ４台を使用して工事を行い，同年９月以降

は上記の重機に加えて，バケットの容量が０．２５㎥のバックホウ１

台も使用して工事を行った。同年１０月中はバケットの容量が０．１

㎥のバックホウ１台，０．２５㎥のバックホウ１台，０．４５㎥のバ

ックホウ１台，０．７㎥のバックホウ４台程度を使用して工事を行っ

た。そのほか，２５ｔトラックも上記の各工事期間中を通じて使用し

ていた。（丙１２）

平成２７年６月２６日から同年７月１８日の工事実施日において，

前記前提事実(2)イ記載の特定建設作業に該当するハンドブレーカーを

使用する作業があり，いずれの日も２台又は４台のハンドブレーカー

を使用した（丙１２）。他方，被申請人ｄが特定建設作業として届出

をしたジャイアントブレーカーを使用する解体工事は実施されなかっ
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(4) 被申請人らが本件解体工事に伴って実施した騒音対策について

被申請人らは，本件解体工事前に，Ａ棟及びＢ棟の外周を覆う形で防音パ

ネルを設置した（乙６）。また，Ｃ棟についても，申請人ら側の建物の外壁

部分を覆う形で防音パネルを設置した（乙６，乙１２）。

被申請人らは，本件解体工事の敷地と申請人ら建物の敷地との間の境界線

に平行して，高さ約３．４ｍの防音パネルを設置した（乙１１）。当該防音

パネルの裏側から申請人ｂの居室の窓までの距離は３ｍ程度であった。他方，

当該防音パネルからＡ棟までの距離は近いところで７ｍ程度であり，当該防

音パネルからＣ棟までの距離は近いところで８ｍ程度であった。

また，平成２７年７月２４日ころ，被申請人らは，同防音パネルの上部か

ら約１．７ｍまで覆う形で防音シートを設置した（乙１１，丙８）。

(5) 被申請人らの騒音測定について

被申請人ｄは，前記前提事実(3)記載のとおり，騒音測定を実施しており

そのうち，申請人ら建物に近い測定地点は別紙図面２記載の⑤の地点であっ

た（本件各建物のうち，⑤の地点と最も近い建物はＡ棟であり，その距離は

近いところで２０ｍ弱程度であった。）。上記地点の測定結果はおおむね別

紙測定結果記載のとおりであった。

，

た。

カ 上記の各工事時期及び工事内容からすれば，大型の重機が複数使用さ

れ，かつ建物自体を直接解体している期間である平成２７年６月末こ

ろから騒音が大きくなり，特にＡ棟とＢ棟を並行して解体していた同

年７月下旬から８月下旬にかけての時期が特に騒音が大きかったもの

と認められる。これに対し，準備工事や解体後の埋戻し・整地等の工

事については，使用した重機や工事内容からすると，騒音の程度は建

物解体工事を実施しているときに比べて大きくなかったものとみるの

が相当である。
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(6) 申請人ら又は申請人らの依頼による騒音測定の結果について

ア 申請人ａは，平成２７年７月ころ，豊島区役所に対し，騒音の測定を依

頼した。豊島区役所の担当者は，同月２４日午前９時５０分ころから，１

回の測定時間を５分として，合計３回，騒音計及び振動計を用いて騒音及

び振動を測定した（測定場所は別紙図面１参照）。その測定結果の概要は

以下のとおりであった（甲２）。

騒音 LＡ５ LAmax 振動 LV10 LVmax

１回目 ７１dB ７９dB １回目 ６４dB ７１dB

２回目 ７２dB ８１dB ２回目 ６７dB ７５dB

３回目 ７２dB ８０dB ３回目 ６６dB ７４dB

イ 豊島区役所の担当者は，平成２７年７月２８日午前１０時５０分ころか

ら，１回の測定時間を５分として，合計３回，騒音計及び振動計を用いて

騒音及び振動を測定した（測定場所は別紙図面１参照）。その測定結果の

概要は以下のとおりであった（甲２）。

騒音 LＡ５ LAmax 振動 LV10 LVmax

１回目 ７４dB ８１dB １回目 ６２dB ７３dB

２回目 ７４dB ８４dB ２回目 ６０dB ６６dB

３回目 ７３dB ８２dB ３回目 ５９dB ６６dB

ウ 申請人ａは，平成２７年１０月１３日及び同月１９日，騒音計及び振動

計を用いて，騒音及び振動を測定した。その結果の概要として騒音計の表

示がLＡ１０１．４dB，同９０．４dB，同９８．５dB，振動計の表示がLV５

５．０dB，同４８．０dB，同５５．３dB，同５０．２dBとそれぞれ表示さ

れた画面を写した写真（甲１４）が証拠として提出されているが，いずれ

も測定時の状況が不明であり，適切な機器の使用方法により計測が実施さ

れたのかどうか疑問があり，表示された結果をそのまま採用することはで

きない。
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(7) 申請人らの被申請人らに対する要望について

申請人ａは，申請人ら代理人のｉ弁護士を通じてＦＡＸを送るなどして

（甲１５），平成２７年６月末から７月にかけて，被申請人らに対し，本件

解体工事による騒音被害の補償として，申請人ｂの転居費用の負担を求めた。

これに対し，被申請人らは，同年７月１５日ころ，本件解体工事の騒音対策

として，解体建物を防音パネルで囲うこと，本件解体工事の敷地と申請人ら

建物の敷地との間に防音パネルを設置したことを回答し，さらに提案として，

本件解体工事の敷地と申請人ら建物の敷地との間に設置した防音パネルに防

音シートを追加設置すること，申請人ら建物の窓に防音カーテンを設置する

ことを提案し，申請人ｂの転居費用の負担については応じられない旨回答し

た（丙７）。その後，被申請人らは，前記(4)のとおり，防音シートを追加

設置したが，防音カーテンは申請人らの了解が得られなかったため，設置し

なかった。

その後，申請人らは，同年８月１０日，本件裁定申請をした。

２ 不法行為の成否（本件解体工事による騒音振動が受忍限度を超えるか）

(1) 騒音及び振動被害が一般社会通念上受忍すべき程度を超えるか否かは，被

侵害利益の性質と内容，侵害行為の態様と侵害の程度，侵害行為のもつ公共

性ないし公益上の必要性の内容と程度等を比較検討するなど諸般の事情を総

合的に考察して，これを判断することが相当である。

(2)ア 被侵害利益の性質，内容について

申請人らは生活上の平穏が害されることを主張しており，それ自体保護

に値する利益であるが，それらが侵害される程度をみると，上記認定事実

によれば，少なくとも申請人ａについては隣接する工房での仕事前の時間

帯や昼休憩などの休憩時間などの限られた時間であって，１日のうち工事

が実施されている時間全体ではないことからすると，生活上の平穏が害さ

れたのは限定されたものといえる。
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イ 侵害行為の態様，侵害の程度について

(ｱ) 騒音及び振動の程度

本件解体工事の作業内容及び騒音測定データからうかがわれる騒音の

傾向からすれば，騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動していると考

えられることから，評価指標として LA5 を用いるのが相当と考えられる

ところ，前記認定事実(5)によれば，特に騒音が大きかったと認められ

る平成２７年７月下旬から８月下旬にかけての時期における，申請人ら

建物近傍での騒音レベル（LA5）は，おおむね６０dBから７０dB程度で

あり，最大でも７６．７dBであったこと，前記認定事実(6)によれば，

豊島区役所の測定結果においても騒音レベル（LA5）が７１dBから７４

dBであったことが認められる（なお，被申請人ｄの測定データや豊島区

役所の測定データを申請人らの居室における騒音レベルと同様に扱って

よいかについては，それぞれの地点と騒音発生源となる本件各建物との

距離の差が数ｍ程度であることからすれば，同様に扱うことに支障はな

いといえる。）。特に，特定建設作業が実施された平成２７年６月２６

日から同年７月１８日については，証拠となる騒音測定データがない，

あるいは一部存在するのみであるが，騒音規制法による基準値を超える

測定データは提出されておらず，同年７月１０日以降の測定データ及び

豊島区役所の測定データを考慮しても，同期間に騒音規制法による基準

値を超える騒音が申請人ら建物敷地に生じていたとは認められず，上記

特定建設作業以外の期間についても，上記の騒音規制法上の基準値を超

えるような騒音が発生していたと認めるに足りる証拠はない。したがっ

て，本件解体工事における騒音が騒音規制法等の法令に違反する状態に

あったとはいえない。

この点，申請人ｂは，申請人ら代理人弁護士を通じて被申請人らに送

信したＦＡＸ（甲１５）において，平成２７年５月１２日及び２６日騒
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音のために寝ていられない旨，同年６月６日騒音のため胸が痛くなり病

院で治療を受けた旨，同月１５日騒音が激しい旨を伝えたことがうかが

われるものの，各日の工事内容（丙１２）をみると，同年５月１２日は

Ａ棟，Ｂ棟及びＣ棟の各内装材搬出が行われ，使用された重機はバケッ

トの容量が０．１㎥のバックホウ１台，０．４５㎥のバックホウ１台で

あったこと，同月２６日はＢ棟の鉄骨階段解体工事及びＣ棟の鉄骨屋根

解体工事が行われ，使用された重機はバケットの容量０．１㎥のバック

ホウ１台，０．４５㎥のバックホウ１台であったこと，同年６月６日は，

Ａ棟及びＣ棟の足場工事，Ｂ棟の庇解体工事が行われ，使用された重機

はバケットの容量０．１㎥のもの１台，０．２５㎥のバックホウ１台，

０．４５㎥のバックホウ１台であったこと，同月１５日は，Ａ棟の砕石

搬入，Ｃ棟の屋根解体工事が行われ，使用された重機はバケットの容量

０．１㎥のバックホウ１台，０．２５㎥のバックホウ１台，０．４５㎥

のバックホウ１台であったことがそれぞれ認められ，各工事内容や使用

された重機からすれば，測定データの存在する平成２７年７月１０日以

降よりも騒音の程度は相対的に小さいといえ，客観的にも騒音の程度が

大きい状態であったと認めるに足りる証拠はない。また，そもそも申請

人ｂは，本件裁定手続において申請人ｂが問題としていたのは，騒音よ

りも振動である旨主張したこと（第１回審問期日調書）からすると，甲

１５号証の記述をもって，騒音の程度が工事開始当初から大きかったと

みることには疑問があるといわざるを得ない。

次に，振動については，本件において本件解体工事期間中を通じた形

での振動測定の結果が証拠として提出されていないが，前記認定事実に

よれば，申請人ｂは，平成２７年７月ころの本件解体工事中の時点では，

振動の苦情を述べていたと認めるに足りる証拠はなく，そのような苦情

があれば，被申請人らが振動の測定についても実施していたであろうこ
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とがうかがわれるから，振動に関する明確な苦情はなかったものといえ

る。したがって，本件解体工事において振動規制法の定める基準値を超

える振動があったと認めることはできず，これを認めるに足りる証拠も

ない。

(ｲ) 騒音対策について

「豊島区建築物等の解体工事における事前対策等に関する要綱（平成

１８年３月３１日清掃環境部長決定）」は，第５条において，発注者等

は，解体工事による紛争を未然に防止するため，周辺の生活環境への配

慮に努める責務があることを定め，生活環境への配慮として，第６条に

おいて，油圧式等の低騒音・低振動型の建設機械の使用に努めること，

騒音対策及び安全対策のため，仮囲いや養生シート等を設けるよう努め，

また，隣接住民の生活が著しく阻害される騒音が発生すると想定される

場合は，防音シートや防音パネルの設置に努めることなどを定めている

（乙４）。

前記認定事実(4)によれば，被申請人らは，上記要綱に則り，本件解

体工事前にＡ棟及びＢ棟を防音パネルで囲い，Ｃ棟の申請人ら側の一部

を防音パネルで覆うという騒音対策を講じたほか，申請人ら建物敷地の

境界付近に防音パネルを設置し，申請人らからの騒音の苦情に対し，防

音シートを設置するなど可能な限り騒音対策を実施していたものといえ

る。

ウ 総合判断

以上のことからすると，申請人ａにつき，本件解体工事自体に公共性，

公益性があるとはいえず，申請人ａが主張する生活上の平穏は保護すべき

利益であるものの，侵害行為の態様，侵害の程度からすると，本件解体工

事における騒音の程度は，騒音規制法等の法令に違反する状態であったと

はいえず，工事期間を通じて同程度の騒音が継続していたのではなく，特
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に大きな騒音が発生したのは工事期間中の一部の期間であったと考えられ

ること，他方，被申請人らにおいて騒音対策を講じる努力を可能な限り図

り，本件解体工事による申請人らへの影響を可能な限り配慮する姿勢で対

応していたといえること，振動についても振動規制法等の法令に違反する

状態であったといえず，申請人らが主張する震度３と同程度であったとは

およそ認め難いこと，その他申請人ａの居室における生活状況からすれば，

生活上の平穏が害されたのは昼の休憩時間や土曜日など限定された範囲で

あったといえることなど，諸般の事情を総合すると，申請人ａについて本

件解体工事による騒音及び振動の被害は受忍限度の範囲内にとどまるもの

というべきである。

また，申請人ｂにつき，本件解体工事自体に公共性，公益性があるとは

いえず，申請人ｂが主張する生活上の平穏は保護すべき利益であり，その

生活状況からすれば，ある程度支障が生じた可能性は否定できないものの，

侵害行為の態様，侵害の程度からすると，本件解体工事における騒音の程

度は，騒音規制法等の法令に違反する状態であったといえず，工事期間を

通じて同程度の騒音が継続していたのではなく，特に大きな騒音が発生し

たのは工事期間中の一部の期間であったと考えられること，他方，被申請

人らにおいて騒音対策を講じる努力を可能な限り図り，本件解体工事によ

る申請人らへの影響を可能な限り配慮する姿勢で対応していたといえるこ

と，申請人ｂが特に問題があったと主張する振動については，その程度を

客観的に裏付ける測定データはなく，振動規制法等の法令に違反する状態

であったといえず，申請人らが主張する震度３と同程度であったとはおよ

そ認め難いことなど，諸般の事情を総合すると，申請人ｂについて本件解

体工事による騒音及び振動の被害は受忍限度の範囲内にとどまるものとい

うべきである。

そうすると，申請人らの本件解体工事による騒音及び振動の被害につい
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て不法行為は成立しないというべきである。

３ 損害（相当因果関係も含む）について

(1) 申請人ａは，貸し茶席の逸失利益を損害として主張するが，貸し茶席に関

する申請人ａの主張を裏付ける証拠はなく，上記損害と本件解体工事による

騒音及び振動との間に相当因果関係があることを認めるに足りる証拠もない

ことからすると，申請人ａのかかる損害の主張は理由がない。

(2) 申請人らは，慰謝料の支払を求めるが，前記２(2)ウに説示のとおり，本

件解体工事における騒音及び振動が受忍限度を超えるものとは評価できず，

不法行為は成立しないから，被申請人らに対し，不法行為に基づき慰謝料の

支払を求める申請人らの主張は理由がない。

(3) 申請人らは，引越費用相当額を損害として主張するが，上記のとおり，本

件解体工事における騒音及び振動が受忍限度を超えるものとは評価できない

以上，引越の必要性を認めることはできず，その必要性を認めるべき特別の

事情も認められない。

また，申請人らは，引越後の賃料の支払が相当因果関係のある損害である

と主張するが，上記のとおり，引越の必要性を認めることができないから，

申請人らの主張は理由がない。

以上のことから，引越費用や引越後の賃料に関する主張も理由がない。

４ 結論

以上によれば，申請人らの本件裁定申請はいずれも理由がないから棄却する

こととし，主文のとおり裁定する。

平成２８年６月２１日

公害等調整委員会裁定委員会

裁定委員長 山 﨑 勉
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裁 定 委 員 柴 山 秀 雄

裁 定 委 員 富 樫 茂 子

（別紙省略）




